蒲郡市住生活基本計画策定委員会設置要綱
（設置）
第１条　蒲郡市にふさわしい住宅及び住環境の整備に関する施策を実施するために必要な事項を検討し、蒲郡市住生活基本計画（以下「計画」という。）を策定するため、蒲郡市住生活基本計画策定委員会（以下「策定委員会」という。）を設置する。
（検討事項）
第２条　策定委員会は、次に掲げる事項について検討し、その結果を市長に報告する。
⑴　住まいづくりの基本理念及びその方向性に関すること。
⑵　地域特性及び社会的課題に対する住宅施策に関すること。
⑶　重点施策に関すること。
⑷　その他計画の策定に関し必要な事項に関すること。
（組織）
第３条　策定委員会は、委員１０人以内で組織する。

２　委員は、次に掲げる者のうちから市長が任命し、又は委嘱する。

⑴　市民

⑵　学識経験者
⑶　住宅関連団体の代表者

⑷　各種団体の代表者

⑸　地方公共団体の職員
（任期）
第４条　委員の任期は、任命又は委嘱の日から計画策定の日までとする。
（委員長）
第５条　策定委員会に委員長を置く。

２　委員長は、委員の互選により定める。

３　委員長は、会務を総理し、策定委員会を代表する。

４　委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、あらかじめ委員長が指名する委員がその職務を代理する。

（会議）
第６条　策定委員会の会議（以下「会議」という。）は、委員長が招集し、その会議の議長となる。

２　会議は、委員の過半数以上が出席しなければ、開くことができない。

３　委員長は、必要があると認めるときは、関係者に会議への出席を求め、意見若しくは説明を聴き、又は資料の提出を求めることができる。

４　会議並びに策定委員会に関する資料及び要点記録（以下「資料等」という。）は、公開とする。ただし、委員長又は委員の発議により、出席委員の過半数で議決したときは、会議又は資料等を非公開とすることができる。
（幹事会）
第７条　策定委員会に、住生活基本計画の策定に関する検討事項に係る内容等の調整を行うため、幹事会を置く。
２　幹事会は、別表に掲げる課又は室の長をもって構成する。

３　幹事会に幹事長を置き、幹事長は、建築住宅課長をもって充てる。

４　幹事長は、幹事会の事務を掌理し、幹事会の経過及び結果を策定委員会に報告する。
５　幹事会は、必要に応じて関係者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。

（作業部会）
第８条　策定委員会に、住生活基本計画の策定に関する検討事項について調査研究するため、作業部会を置く。
２　作業部会は、別表に掲げる課又は室の長の推薦により、その所属する職員をもって構成する。
３　作業部会は、必要に応じて関係者の出席を求め、説明又は意見を聴くことができる。

　（事務局）
第９条　策定委員会、幹事会及び作業部会の事務局は、建設部建築住宅課に置く。
２　事務局に関し必要な事項は、委員長が別に定める。

（雑則）
第１０条　この要綱に定めるもののほか、策定委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が策定委員会に諮って定める。
附　則
（施行期日）
１　この要綱は、令和元年１１月１８日から施行する。
（この要綱の失効）

２　この要綱は、計画策定の日限り、その効力を失う。　

別表（第７条、第８条関係）
幹事会及び作業部会
	企画政策課

	協働まちづくり課

	交通防犯課

	防災課

	福祉課

	子育て支援課

	長寿課

	地域包括ケア推進室

	観光商工課

	建築住宅課

	都市計画課


